
財務諸表に対する注記（法人全体用） 

 

１．継続事業の前提に関する注記   

該当なし 

 

２．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

  ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法） 

  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  ・有形固定資産（リース資産を除く）－平成２４年３月３１日以前に取得したもの－旧定額法 

・有形固定資産（リース資産を除く）－平成２４年４月１日以後に取得したもの－定額法 

・無形固定資産（リース資産を除く）－定額法 

・リース資産－所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用している。 

（３）引当金の計上基準 

  ・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、当年度末の退職給付引当資産の同額を計上

している。 

 

３．重要な会計方針の変更 

平成２４年４月より、改訂後の社会福祉法人会計基準を適用している。 

 

４．法人で採用する退職給付制度 

独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。掛

金は「退職給付費用」の科目で費用計上している。 

福島県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している。掛金は、「退職給付引当資産」の

科目で資産に計上している。 

 

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分 

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。 

（１）法人全体の財務諸表（第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式） 

（２）事業区分別内訳表（第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式） 

  当法人では、社会福祉事業区分のみであるため作成していない。 

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式） 

（４）収益事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式） 

  当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。 

（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容 

  ア 法人本部拠点区分（社会福祉事業） 



  イ 特別養護老人ホーム福寿園拠点区分（社会福祉事業） 

    ①特別養護老人ホーム福寿園 

    ②特別養護老人ホーム福寿園（介護予防）短期入所 

  ウ 福寿園デイサービスセンター拠点区分（社会福祉事業） 

    ①福寿園デイサービスセンター（介護予防）通所介護 

    ②福寿園デイサービスセンター（介護予防）認知症対応型通所介護 

  エ 福寿園ヘルパーステーション拠点区分（社会福祉事業） 

  オ 福寿園居宅介護支援センター拠点区分（社会福祉事業） 

  カ 原町東地域包括支援センター拠点区分（社会福祉事業） 

  キ ケアハウスさくら荘拠点区分（社会福祉事業） 

  ク 特別養護老人ホーム万葉園拠点区分（社会福祉事業） 

  ケ グループホームたんぽぽ拠点区分（社会福祉事業） 

  コ 特別養護老人ホーム梅の香拠点区分（社会福祉事業） 

    ①特別養護老人ホーム梅の香 

    ②特別養護老人ホーム梅の香（介護予防）短期入所 

  サ グループホーム小高拠点区分（社会福祉事業） 

  シ グループホーム石神拠点区分（社会福祉事業） 

  ス 石神デイサービスセンター拠点区分（社会福祉事業） 

 

６．基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。   

（単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 63,954,028 0 0 63,954,028 

建物 2,572,398,632 0 135,376,563 2,437,022,069 

定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000 

投資有価証券 0 0 0 0 

合計 2,637,352,660 0 135,376,563 2,501,976,097 

 

７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩 

 
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

国庫補助金特別積立金 1,380,757,443 124,403,000 116,769,073 1,388,391,370 

 

８．担保に供している資産 

該当なし 

 

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。） 



 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

（単位：円） 

 
取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

土地(基本財産) 63,954,028 0 63,954,028 

建物(基本財産) 4,778,459,685 2,341,437,616 2,437,022,069 

土地(その他の固定資産) 36,210,390 0 36,210,390 

建物(その他の固定資産) 0 0 0 

構築物(その他の固定資産) 314,048,905 207,992,581 106,056,324 

機械及び装置(その他の固定資産) 0 0 0 

車両運搬具(その他の固定資産) 69,703,433 50,356,556 19,346,876 

器具及び備品(その他の固定資産) 249,084,037 189,142,580 59,876,274 

建設仮勘定(その他の固定資産) 25,162,785 0 25,162,785 

有形ﾘｰｽ資産(その他の固定資産) 32,290,020 26,386,161 5,903,859 

権利(その他の固定資産) 611,520 0 611,520 

ｿﾌﾄｳｪｱ(その他の固定資産) 0 0 0 

無形ﾘｰｽ資産(その他の固定資産) 5,531,400 2,437,470 3,093,930 

合計 5,575,056,203 2,817,752,964 2,757,238,055 

 

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。） 

 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

                         （単位：円） 

  債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

  0 0 0 

合計 0 0 0 

 

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。 

  （単位：円） 

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益 

出資証券 15,000 15,000 0 

合計 15,000 15,000 0 

 

１２．関連当事者との取引の内容   

該当なし 

 

１３．重要な偶発債務   

該当なし 



１４．重要な後発事象   

該当なし  

 

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を

明らかにするために必要な事項 

該当なし 

 

  



 

 

 

 

 

 


